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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計期間

第44期
第１四半期連結
累計期間

第43期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 21,756 25,521 98,124

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △579 1,188 1,756

四半期純利益又は四半期（当期）純損失

(△)（百万円）
△970 653 △9,829

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △535 1,576 △11,713

純資産額（百万円） 8,016 △1,476 △3,131

総資産額（百万円） 112,260 103,961 101,168

１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

△14.26 9.60 △144.38

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 3.3 △5.0 △6.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し　

　　　      ておりません。

　      ２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は、含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第44期第１四半期連結累計期間につきましては、希薄化効果を有

している潜在株式が存在していないため、第43期第１四半期連結累計期間及び第43期につきましては、１株

当たり四半期（当期）純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。　

　　　　４．第43期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

　　　　　　（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

　

（「継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況」の解消）

　当社グループは、平成19年３月期より前連結会計年度にわたり５期連続の当期純損失を計上しており、結果、前連結

会計年度末において3,131百万円の債務超過の状態となりました。また、営業キャッシュ・フローは黒字であるもの

の、一部の取引先金融機関から借入債務元本の返済猶予を得ている状況にあり、更に債務償還年数が長期にわたって

いることから、継続企業の前提に関する注記を記載しておりました。

　当社は、当該状況を解消すべく、事業集中及び構造改革を通じた収益性向上と、構造改革を推進するための財務基盤

の強化を遂行するため、平成26年３月期までの事業再生計画を策定の上、平成23年３月31日付で㈱企業再生支援機構

に対して再生支援を申し込み、同日付で㈱企業再生支援機構より支援決定の通知を受け、また、平成23年６月23日付

で、㈱企業再生支援機構から債権の買取決定及び出資決定の通知を受けました。

　当該事業再生計画に基づき、当社は、㈱企業再生支援機構による支援のもとで、①主要取引先金融機関及び㈱企業再

生支援機構による約20,541百万円の債務の株式化、②主要取引先金融機関による最大約2,810百万円の債権放棄、③㈱

企業再生支援機構に対する第三者割当増資による9,000百万円の資金調達、④㈱企業再生支援機構による総額6,900百

万円のコミットメントラインの設定を受けることを予定しており、また、そのための実行条件も全て充足されている

ことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間における経営上の重要な契約等は以下のとおりであります。　

　

（優先株式の発行に関する決議）

　当社は平成23年６月23日開催の取締役会において、第三者割当によるＡ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式

の発行について決議致しました。詳細は、以下のとおりであります。

１．Ａ種優先株式

（1）払込期日

　平成23年８月25日

（2）発行新株式数

　150,000,000株

（3）発行価額

　１株につき金60円　

（4）調達資金の額

　9,000,000,000円

（5）募集又は割当方法

　第三者割当の方法により、㈱企業再生支援機構に全株式を割り当てます。

２．Ｂ種優先株式　

（1）払込期日

　平成23年８月24日

（2）発行新株式数

　23,704,319株

（3）発行価額

　１株につき金435円　

（4）調達資金の額

　Ｂ種優先株式の発行はデット・エクイティ・スワップ（以下、「ＤＥＳ」といいます。）の手法を採用するため、

資金調達は行いません。なお、Ｂ種優先株式の発行により、当社の有利子負債が10,311,378,765円減少することとな

ります。また、ＤＥＳの対象となる債権は、ＤＥＳの実行時点で㈱みずほ銀行及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行が当社に対

して有する金融債権の一部です。

（5）募集又は割当方法

　第三者割当の方法により、以下の者に割り当てます。

　㈱みずほ銀行　　　　　　12,315,391株

　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　　11,388,928株

３．Ｃ種優先株式

（1）払込期日

　平成23年８月24日

（2）発行新株式数

　23,518,613株

（3）発行価額

　１株につき金435円　

（4）調達資金の額

　Ｃ種優先株式の発行はＤＥＳの手法を採用するため、資金調達は行いません。なお、Ｃ種優先株式の発行により、当

社の有利子負債が10,230,596,655円減少することとなります。また、ＤＥＳの対象となる債権は、㈱企業再生支援機

構が㈱みずほ銀行及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行以外の取引先金融機関から買い取った当社に対する金融債権の一部

です。

（5）募集又は割当方法

　第三者割当の方法により、㈱企業再生支援機構に全株式を割り当てます。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の世界経済は、中国をはじめとするアジア地域やその他新興国において経済成長が堅

調に推移したものの、北米における景況感の悪化や、欧州における先行き不透明感の拡大等、景気減速の兆しがみら

れました。国内経済においては、東日本大震災の影響によるサプライチェーンの寸断等により、依然として厳しい状

況で推移しました。

　このような状況のもと、当社グループは、海外の金型支援事業及び国内外の開発支援事業においては堅調に推移し

たこと、並びに子会社業績管理を徹底し、グループ一丸となって徹底した経営合理化策を実施したことにより、総じ

て足元の業績は復調してまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高25,521百万円（前年同期比17.3％増）、営業利益1,260

百万円（前年同期は営業損失257百万円）、経常利益1,188百万円（前年同期は経常損失579百万円）、四半期純利益

653百万円（前年同期は四半期純損失970百万円）となりました。　

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　①開発支援事業

　開発支援事業におきましては、国内では、東日本大震災の影響で自動車メーカーの開発が一旦中断したもの

の、受注環境は早期に回復致しました。また、海外では、自動車をはじめとする輸送機器分野における需要が堅

調に推移致しました。その結果、売上高は9,014百万円、営業利益は869百万円となりました。

　

　②金型支援事業

　金型支援事業におきましては、海外では、韓国及び欧州子会社における自動車部品の金型製造及び成形需要が

堅調に推移する一方、国内では、回復傾向にあるものの、輸送機器分野の金型製造における受注が低調に推移致

しました。その結果、売上高は16,820百万円、営業利益は582百万円となりました。

　

　なお、当社グループは、平成19年３月期より前連結会計年度にわたり５期連続の当期純損失を計上しており、結果、

前連結会計年度末において3,131百万円の債務超過の状態となりました。また、営業キャッシュ・フローは黒字であ

るものの、一部の取引先金融機関から借入債務元本の返済猶予を得ている状況にあり、更に債務償還年数が長期に

わたっていることから、継続企業の前提に関する注記を記載しておりました。

　当社は、当該状況を解消すべく、事業集中及び構造改革を通じた収益性向上と、構造改革を推進するための財務基

盤の強化を遂行するため、平成26年３月期までの事業再生計画を策定の上、平成23年３月31日付で㈱企業再生支援

機構に対して再生支援を申し込み、同日付で㈱企業再生支援機構より支援決定の通知を受け、また、平成23年６月23

日付で、㈱企業再生支援機構から債権の買取決定及び出資決定の通知を受けました。

　当該事業再生計画に基づき、当社は、㈱企業再生支援機構による支援のもとで、①主要取引先金融機関及び㈱企業

再生支援機構による約20,541百万円の債務の株式化、②主要取引先金融機関による最大約2,810百万円の債権放棄、

③㈱企業再生支援機構に対する第三者割当増資による9,000百万円の資金調達、④㈱企業再生支援機構による総額

6,900百万円のコミットメントラインの設定を受けることを予定しており、また、そのための実行条件も全て充足さ

れていることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、当該注記を解消致しました。

　

　

（２）事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、重要な変更及び新たに生じた問題はありません。　

　

　

（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、112百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式

Ａ種優先株式

Ｂ種優先株式

Ｃ種優先株式

900,000,000

150,000,000

50,000,000

50,000,000

計 272,406,368

　（注）定款において種類別の発行可能株式総数は普通株式は900,000,000株、Ａ種優先株式は150,000,000株、Ｂ種優先株

式は50,000,000株、Ｃ種優先株式は50,000,000株と定めております。但し、発行可能株式総数と種類別の発行可能

株式総数の合計との一致については会社法上要求されていないため、発行可能株式総数は272,406,368株と定め

ております。

　　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 68,101,592 68,101,592

東京証券取引所

 （市場第一部）

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

 （スタンダード）

単元株式数

100株　

計 68,101,592 68,101,592 － －

　（注）提出日現在においてＡ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式は発行しておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 68,101 － 30,755 － 1,051

　　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      7,500
－  －

完全議決権株式（その他） 普通株式 68,087,800 680,878 －

単元未満株式 普通株式      6,292 － －

発行済株式総数 68,101,592 － －

総株主の議決権 － 680,878 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数６個）が含まれており

ます。

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アーク
大阪市中央区南本

町二丁目２番９号
7,500 － 7,500 0.01

計 － 7,500 － 7,500 0.01

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,148 15,436

受取手形及び売掛金 27,292 28,671

有価証券 831 831

商品及び製品 1,079 910

仕掛品 5,406 6,361

原材料及び貯蔵品 2,199 2,544

繰延税金資産 356 161

その他 2,651 2,980

貸倒引当金 △579 △358

流動資産合計 55,386 57,540

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 28,299 28,954

減価償却累計額 △16,680 △16,953

建物及び構築物（純額） 11,619 12,000

機械装置及び運搬具 48,359 48,867

減価償却累計額 △39,025 △39,515

機械装置及び運搬具（純額） 9,334 9,351

工具、器具及び備品 11,013 11,485

減価償却累計額 △9,019 △9,485

工具、器具及び備品（純額） 1,994 2,000

土地 9,456 9,642

建設仮勘定 848 894

有形固定資産合計 33,253 33,889

無形固定資産

のれん 2,721 2,675

その他 489 510

無形固定資産合計 3,211 3,186

投資その他の資産

投資有価証券 5,452 5,633

長期貸付金 1,496 1,500

繰延税金資産 166 119

その他 3,080 3,105

貸倒引当金 △877 △1,013

投資その他の資産合計 9,317 9,345

固定資産合計 45,782 46,421

資産合計 101,168 103,961
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,355 15,093

短期借入金 49,638 ※3
 31,251

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 13,156

※3
 2,279

リース債務 298 292

未払金 1,462 1,238

未払法人税等 345 297

未払費用 1,861 2,311

繰延税金負債 29 11

賞与引当金 560 442

その他 6,185 6,690

流動負債合計 87,894 59,908

固定負債

社債 670 ※3
 220

長期借入金 ※2
 9,367

※3
 39,191

リース債務 489 455

繰延税金負債 2,553 2,596

再評価に係る繰延税金負債 17 17

退職給付引当金 2,392 2,503

役員退職慰労引当金 150 101

その他 765 446

固定負債合計 16,405 45,530

負債合計 104,300 105,438

純資産の部

株主資本

資本金 30,755 30,755

資本剰余金 1,059 1,059

利益剰余金 △32,617 △31,963

自己株式 △24 △24

株主資本合計 △827 △173

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 58 71

土地再評価差額金 △164 △164

為替換算調整勘定 △6,078 △4,921

その他の包括利益累計額合計 △6,184 △5,013

少数株主持分 3,880 3,710

純資産合計 △3,131 △1,476

負債純資産合計 101,168 103,961
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 21,756 25,521

売上原価 18,122 20,744

売上総利益 3,633 4,777

販売費及び一般管理費 3,891 3,517

営業利益又は営業損失（△） △257 1,260

営業外収益

受取利息 59 27

為替差益 － 202

助成金収入 70 36

持分法による投資利益 71 13

その他 187 154

営業外収益合計 389 434

営業外費用

支払利息 397 405

為替差損 218 －

その他 94 100

営業外費用合計 711 506

経常利益又は経常損失（△） △579 1,188

特別利益

固定資産売却益 90 58

投資有価証券売却益 3 256

貸倒引当金戻入額 38 －

賞与引当金戻入額 34 －

債務免除益 － ※1
 272

その他 2 3

特別利益合計 169 590

特別損失

固定資産除売却損 68 4

事業構造改善費用 115 ※2
 553

投資有価証券評価損 272 －

減損損失 － ※3
 367

その他 264 14

特別損失合計 719 940

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,130 839

法人税、住民税及び事業税 97 138

法人税等調整額 △148 239

法人税等合計 △50 377

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,079 462

少数株主損失（△） △108 △191

四半期純利益又は四半期純損失（△） △970 653
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,079 462

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 27 16

為替換算調整勘定 665 926

持分法適用会社に対する持分相当額 △148 171

その他の包括利益合計 544 1,114

四半期包括利益 △535 1,576

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △436 1,770

少数株主に係る四半期包括利益 △99 △193
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間の連結範囲の変更は、減少１社で、その内訳は次

のとおりであります。

　

（清算により連結除外した会社）

第１四半期連結会計期間・・・・・１社

アークカナダホールディングス

　

　 (2）変更後の連結子会社の数

　　66社

【会計方針の変更等】

　 該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）　

（事業再生計画に基づく金融支援の内容）

　当社は、平成26年３月期までの事業再生計画を策定の上、平成23年３月31日付で㈱企業再生支援機構に対して再生支援

を申し込み、同日付で㈱企業再生支援機構より支援決定の通知を受け、また、平成23年６月23日付で、㈱企業再生支援機構

から債権の買取決定及び出資決定の通知を受けました。当該事業再生計画に基づき、当社は、㈱企業再生支援機構による

支援のもとで、①主要取引先金融機関及び㈱企業再生支援機構による約20,541百万円の債務の株式化、②主要取引先金融

機関による最大約2,810百万円の債権放棄、③㈱企業再生支援機構に対する第三者割当増資による9,000百万円の資金調

達、④㈱企業再生支援機構による総額6,900百万円のコミットメントラインの設定を受けることを予定しております。　

　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　１　偶発債務

(1）保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、保証を行っております。

　１　偶発債務

(1）保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、保証を行っております。

（取引先）  

２社 494百万円

（取引先）  

２社 510百万円

(2）手形割引高 (2）手形割引高

受取手形割引高      38百万円 受取手形割引高      85百万円

(3）売上債権の売却残高 (3）売上債権の売却残高

遡及義務を伴うファクタリン      

グによる売上債権の売却残高   997百万円

　

※２　コミットメントライン契約

（国内連結子会社）

　2008年９月30日に、一部の国内連結子会社において

資産制限条項及び財務制限条項付のコミットメント

ライン契約を締結しております。この契約に基づく当

連結会計年度末における借入未実行残高は次のとお

りであります。 

コミットメントラインの総額    1,800百万円

借入実行残高   1,575 

差引額  225 

　

遡及義務を伴うファクタリン      

グによる売上債権の売却残高   392百万円　　

　

　２

──────

　

　

　

　

　

　

３　

──────

※３　当社は、８月24日付で支援の対象となった子会社の

取引先金融機関に対する金融債務に関して債務引受

を行い、主要取引先金融機関及び㈱企業再生支援機構

による債務の株式化を受ける予定であり、債務の株式

化予定額等21,463百万円は短期借入金に含まれてお

ります。また、当該債務引受及び債務の株式化実施後

の当社の借入金等35,507百万円は長期借入金に含ま

れております。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　１　

──────　

　

　

　

　２　

──────　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　

　３　

──────　

　

　

　　

※１　債務免除益

　役員退職慰労金支給対象である当社グループの役員の受

給権放棄に伴う役員退職慰労未払金269百万円の取崩額が

含まれております。

　

※２　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

場所 内容 （百万円）

アジア２件

　

事業再構築に伴う子会社株式の

譲渡約定の損失
166

国内６件　
事業再構築に伴う資産人員整理

等の損失　
386

合計  553

　

※３　減損損失　

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは、以

下の資産グループについて減損損失を計上しております。　

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

国内１件 遊休資産

建物及び構築物、機
械装置及び運搬具、
工具器具及び備品、
土地、「無形固定資
産」その他、「投資
その他の資産」その
他、リース資産　

367

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。　  

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 1,176百万円 950百万円

のれんの償却額 86 46

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

 　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

 

　
報告セグメント　

　
調整額
（注）１　

　
　

四半期連結損益　
計算書計上額　
（注）２　
　

開発支援事業 金型支援事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 8,361 13,394 21,756 － 21,756

セグメント間の内部売上高

又は振替高
21 446 468 △468 －

計 8,383 13,841 22,224 △468 21,756

セグメント利益又は損失（△） 226 △280 △54 △202 △257

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△202百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

　　　　　△248百万円、セグメント間取引消去による発生額45百万円が含まれております。

　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

　　該当するものはありません。　　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

 

 

　
報告セグメント　

　
調整額
（注）１　

　
　

四半期連結損益　
計算書計上額　
（注）２　
　

開発支援事業 金型支援事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 8,977 16,544 25,521 － 25,521

セグメント間の内部売上高

又は振替高
36 275 312 △312 －

計 9,014 16,820 25,834 △312 25,521

　セグメント利益 869 582 1,451 △190 1,260

（注）１．セグメント利益の調整額△190百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

　　　　　△227百万円、セグメント間取引消去による発生額36百万円が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

 

 
開発支援事業 金型支援事業 調整額 合計

減損損失 － 367 － 367
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
　　△14.26円 9.60円

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△970 653

普通株主に帰属しない金額（百万円） -　 -　

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
△970 653

普通株式の期中平均株式数（千株） 68,079 68,079

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当第１四半期連結累計期間につきましては、希薄化効果を有してい　　

　　る潜在株式が存在していないため、前第１四半期連結累計期間につきましては、１株当たり四半期（当期）純

　　損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。　
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）　

（資本金の額の減少及び剰余金の処分）

　当社は、平成23年８月５日開催の取締役会において、平成23年８月31日開催予定の臨時株主総会において、資本金の額の

減少及び剰余金の処分について付議することを決議致しました。

(1) 資本金の額の減少及び剰余金の処分の目的

　当社は、現在生じている欠損を填補し早期に財務体質の健全化を図るとともに、資本政策の柔軟性を確保するため、

会社法第447条第１項の規定に基づき資本金の額の減少を行った上で、会社法第452条の規定に基づき剰余金の処分

を行うことと致しました。

(2) 資本金の額の減少及び剰余金の処分の内容

① 資本金の額の減少の内容

(ア)減少する資本金の額

　資本金の額の減少の効力発生の直前において予定している資本金の額45,550百万円のうち33,378百万円を減少

して、12,171百万円と致します。

※当社の現在の資本金の額は30,755百万円ですが、平成23年８月24日に予定しているＢ種優先株式及びＣ種優

先株式の発行並びに同月25日に予定しているＡ種優先株式の発行により、資本金の額の減少の効力発生の直

前における資本金の額は45,550百万円となることを予定しています。

(イ)減資の方法

　発行済株式総数を変更せず、減少する資本金の額33,378百万円の全額を「その他資本剰余金」に振り替えます。

②剰余金の処分の内容

　会社法第452条の規定に基づき、以下のとおり、上記①の資本金の額の減少により発生する「その他資本剰余

金」のうち33,204百万円を処分し、「繰越利益剰余金」に振り替えます。

　これにより振替後の「その他資本剰余金」の額は、173百万円となります。

(ア)減少する剰余金の項目及び額

　その他資本剰余金　33,204百万円

(イ)増加する剰余金の項目及び額

　繰越利益剰余金　　33,204百万円

(3) 日程

①平成23年８月５日　取締役会決議日

②平成23年８月19日　債権者異議申述公告日（予定）

③平成23年８月31日　臨時株主総会開催日（予定）

④平成23年９月20日　債権者異議申述最終期日（予定）

⑤平成23年９月21日　効力発生日（予定）
　

（特別転進支援制度の実施）

　当社連結子会社の(株)積水工機製作所は、平成23年７月18日開催の同社取締役会において、結城工場の操業停止に伴い、

下記の通り特別転進支援制度を実施することを決議しました。

(1) 特別転進支援制度の概要

　①応募対象者　　　　結城工場に勤務する従業員53名(連結子会社を含む)

　②応募人員　　　　　特に定めず

　③応募期間　　　　　平成23年８月30日まで

　④退職日　　　　　　平成23年９月30日

　⑤優遇措置　　　　　所定の退職金に加え、特別加算金を支給する。

　　　　　　　　　　希望者には再就職支援会社の活用による再就職の支援を行う。　
　
(2) 特別転進支援制度の実施による損失の見込額

　本制度の実施に伴い、退職特別加算金等が発生し特別損失として計上する予定ですが、当四半期報告書提出日現在では

退職者が確定していないため、今後の財政状態及び経営成績に与える影響は未確定です。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    

   平成23年８月10日

株式会社アーク    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　村　祥　二　郎　　印  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　 田　　　　明　　 印  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 下　井　田　晶　代　　印  

      

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アーク

の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年4月1日から平成23年6月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成23年6月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。
　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。                              
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